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関係機関の取組 第一管区海上保安本部 

第一管区海上保安本部による捜索・救助活動等 

第一管区海上保安本部では、台風の襲来に備え管下の各事務所に対し、待機職員

を大幅に増員した非常配備体制を発令するとともに、台風通過後は、直ちに千歳航

空基地所属固定翼機による北海道沿岸部の被害調査及び被災者の救出救助活動に対

応するべく、函館・釧路航空基地所属ヘリコプターを被災地域近傍の旭川及び帯広

空港へそれぞれ前進待機させた。 

また、北海道災害対策本部の設置にあわせ道庁指揮室及び十勝総合振興局、上川

総合振興局等へ職員を派遣し、被害等に関する情報収集を行ったほか、ヘリコプタ

ーによる被災者の救出救助活動について、道庁指揮室のヘリコプター運用調整班に

よる関係機関との調整に参加した。（写真１、２） 

 

      
写真１                  写真２ 

ヘリコプター保有機関による運用調整    被害等の情報収集（十勝総合振興局） 

（道庁指揮室）                        

 

 

今回の災害対応では、船舶航行の安全確保のための情報提供を行ったほか、日頃

活動していない内陸部においても、北海道からの要請に基づき活動した。 

具体的には、千歳航空基地所属固定翼機が被害調査で発見した河川から海域へ流

出した多数の木材や漁具の漂流状況を地域航行警報として情報提供し、内陸部の災

害に対しては、釧路航空基地所属ヘリコプターが悪天候のなか、８月３１日から９

月４日まで延べ５日間にわたり、大樹町歴舟川等の河川における行方不明者の捜索

活動に従事したほか、道路寸断により芽室町美生ダムに取り残された孤立者２名を

千歳航空基地所属固定翼機による天候調査等の支援のもと救助し、帯広空港へ搬送

した。（別添１）  
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関係機関の取組 陸上自衛隊北部方面総監部 

陸上自衛隊北部方面隊の災害派遣活動 

平成２８年８月から９月にかけての大雨災害の発生に伴い、陸上自衛隊北部方面

隊では、北海道をはじめとする関係自治体に情報連絡員（リエゾン）を派遣すると

ともに、行方不明者捜索、給水支援、給食支援、入浴支援のほか、輸送支援及び施

設啓開に従事。 
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【主な実績】 

１ 情報共有 

（１） 北海道庁をはじめとする関係自治体に情報連絡員（リエゾン）を派遣し

情報共有するとともに、北海道庁に陸上自衛隊システムを設置し、自衛隊

等の活動状況についてより密接に情報共有を実施 

（２） 陸上自衛隊が保有するヘリコプター映像伝送装置による撮像を官邸及び

道庁等に配信し、現場の状況を中央及び北海道庁等にリアルタイムに情報

共有を実施 

２ 災害派遣活動実績 

  本災害に関する陸上自衛隊北部方面隊の災害派遣活動実績については、人員

約２，１００名、車両約９００両及び航空機約２０機により実施（図１） 
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関係機関の取組 札幌管区気象台 

北海道災害対策本部指揮室へのリエゾンの派遣 

北海道災害対策本部指揮室にリエゾンを派遣し、情報提供及び情報収集を実施し

た。 

また、ヘリコプター等運用調整班からの不明者・孤立者救出に係るブリーフィン

グの要請に応じ、該当地域上空の気象解説を実施した。 

 

    

関係機関の取組 富良野広域連合南富良野消防団 

富良野広域連合南富良野消防団は、平成２８年８月３０日北海道を襲った台風第

１０号の影響による集中豪雨に際し、２日間にわたり、延べ１０９名が出動し、降

り続く豪雨という極めて危険な状況の下、昼夜にわたり水防活動を行うとともに、

住民の避難誘導、人命救助活動を行い、１人として人的被害を出さず、平素の水防

意識の高揚と相まって、被害の軽減に多大な貢献をした。 

 

 関係機関の取組 北見地区消防組合常呂消防団 

  北見地区消防組合常呂消防団は、平成２８年８月２０日からの大雨及び連続発生

した台風（１１号、９号）の豪雨災害に際し、延べ１２９名が避難勧告、避難指示に

伴う広報活動、警戒巡視及び住民の避難誘導を行うとともに、堤防決壊により水没

した車両から乗員を救出するなど、人命の安全確保と被害の軽減に多大な貢献をし

た。 
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 道に所属する災害支援職員（退職自衛官）の培った経験や人脈に基づく、市町村や道（振

興局）に対する助言などは、自衛隊への災害派遣要請時における事前調整など、効率的な

災害対応につながった。 

 

 

 道災害対策本部指揮室が設置された道危機管理センターに道警察、自衛隊、開発局、気

象台、海上保安本部などの関係機関が参集し、札幌管区気象台がその場で飛行経路や捜査

地域上空における気象解説を実施したことから、救出のためのヘリコプターのフライトの

判断に寄与し、効率的かつ迅速な対応につながった。 

 

 
 消防職員と消防団がチームを編成し、警戒巡視や住民の避難誘導、土のう積みの水防活

動を行うとともに、堤防決壊により水没した車両から乗員を救出するなど、人命の安全確

保や救助活動が行われた。 

 また、消防組合管内における部隊及びボートなどの装備等の応援が行われたほか、他の

消防本部への応援要請やヘリコプターによる救助要請が迅速に行われた。 

 

 
 救助機関（道、消防、警察、海上保安庁など）が救助捜索用のヘリコプター空港内駐機

場を確保しようとしたところ、道災害対策本部指揮室から空港管理事務所への連絡が不十

分であったことから、空港側に一度断られ、数度連絡をとり、結果的には、確保できたも

のの、優先的かつ迅速な駐機場確保ができなかった。 

 

 
 災害派遣活動におけるヘリコプターの運用ニーズは、警察及び消防等の各情報系統によ

り道（振興局）を介することなく、直接道（本庁）に集約され、道の要請に応じ自衛隊総

監部が航空機の出動を隊区担任部隊1に指示するも、隊区担任部隊は、道（振興局）からの

                                                                                                                                                                         
1 道における本庁・振興局の関係と対照となるのが、自衛隊における総監部・警備隊区の関係 

３ 評価できる事項、課題 

評価  道からの災害支援職員（退職自衛官）派遣により、自衛隊の災害派遣要請を

含め、効率的な災害対応ができた 

評価  道災害対策本部指揮室が設置された道危機管理センターに関係機関が参集

し、現場の気象状況等を一元的に把握するなどの連携した取組により、効率的

な対応が可能となった 

評価  消防職員と消防団がチームを編成し活動したほか、消防組合管内における部

隊及びボート等の応援が効率的に行われた 

課題  捜索救助のためのヘリコプターの空港内駐機場確保に時間を要した 

課題  災害派遣活動の調整過程において、情報共有が十分ではなかった 
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要請がない（認識がない）中での航空機出動の必要性の理解に時間を要した。 

 

 
 ドローンの飛行に関する情報が道災害対策本部指揮室のヘリコプター運用調整班になか

ったことから、救助用ヘリコプターでの河川における行方不明者捜索の際、空中でドロー

ンに遭遇し、危険を感じる場面があった。 

 

 
 救助救出機関が地域を分担して上空から捜索を実施したが、海上保安庁は陸上部隊を持

たないため、陸上で活動している救助機関から手を振られたが、交信することができず、

ホイスト装置によりヘリコプターから機内の要員を陸上へ降下させ、直接会話し、必要な

情報交換を実施したため、救助活動に支障を来した。 

 

 

 

 

 

 
空港管理事務所（国、道、市町村）は、災害時において、救助機関の救助捜索用ヘリコ

プターが、空港内駐機場を求めた場合、物理的に空港内駐機場が使用できない場合を除き、

空港内駐機場の優先確保に配慮することが必要である。 

また、災害発生時には、道災害対策本部指揮室から空港管理事務所に対し、災害規模や

今後の空港利用予定を情報提供するなど、関係機関相互で情報を共有することが必要であ

る。 

 

 
道は、市町村による災害の初動対応等を支援するため、迅速な災害支援職員の派遣に努

める必要がある。また、道は、自衛隊への災害派遣要請手続きが円滑に進むよう、災害派

遣に必要な３つの要件の解説や過去の災害派遣要請の事例をまとめるなど、マニュアル等

を作成し、市町村に提供するとともに、道における本庁と振興局をはじめ、自衛隊各部隊

課題  ドローンの飛行に関する情報がなく、救助用ヘリコプターの飛行において危

険を感じる場面があった 

課題  海上保安庁ヘリと陸上救助機関（自衛隊、警察、消防）が、直接連絡を取る

手段がなかった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

関係機関の連携等による人命最優先の救出 

提言①  災害時における空港内駐機場の確保と関係機関相互の情報共有 

     【道・市町村・関係機関】 

提言②  迅速な災害支援職員の派遣と自衛隊災害派遣の要件、情報伝達手段の明確

化 

     【道・関係機関】 
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間、防災関係機関間の情報伝達ルート・情報共有を明確化するなどの取組が必要である。 

 

 
ドローンを運航する機関等は、ドローンの利用場所、高度、時間等の飛行情報を必要に

応じて、共有することが必要である2。 

 

 
各救助救出機関は、防災相互波（アナログ 158.35Mhz）を一部保有していることから、関

係機関が連携した災害対応をするには、同無線機の積極的な活用を推進することが必要で

ある。 

 

 

                                                                                                                                                                         
2 「航空機、無人航空機相互間の安全確保と調和に向けた検討会（国土交通省）」で検討中 

提言③  ドローンの飛行情報の共有 

     【道・市町村・関係機関】 

提言④  救助機関で相互利用可能な防災相互波の利用促進 

     【道・関係機関】 
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災害広報や情報提供 

 道、市町村及び防災関係機関は、災害時において、被災地住民をはじめとする道民に対

して、正確かつ分かりやすい情報を迅速に提供することにより、流言等による社会的混乱

の防止を図り、被災地の住民の適切な判断による行動を支援することとされており、市町

村及び関係機関等から情報収集した上で、報道機関への情報提供等により被災市町村地域

内外に対し、被害状況等を適切に提供する。 

市町村は、所管区域内の防災関係機関との連絡を密にするとともに、被災者のニーズを

十分把握した上で、被災者をはじめとする住民に対し、直接的に被害の区域・状況、二次

災害の危険性、避難指示・避難勧告・避難準備情報、避難場所・避難所、医療機関等の生

活関連情報、ライフラインや交通施設等の公共施設の復旧状況、交通規制、被災者生活支

援に関する情報等について、正確かつきめ細やかな情報を適切に提供する。 

また、防災関係機関は、相互に連携し、それぞれの広報計画に基づき、住民への広報を

実施する。特に、住民生活に直結した機関（道路、交通、電気、上下水道、ガス、通信等）

は、応急対策活動とこれに伴う復旧状況を道民に広報するとともに、道災害対策本部に対

し情報の提供を行うとされている。 

 

災害時における報道要請 

 道は「災害時等における報道要請に関する協定」に基づき、災害時等における災害の防

止と被害の拡大の防止等を図るため、警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関

することなどの広報を行うに当たり、必要な場合には、報道機関に対して、報道要請を行

うことができるとされている。 

 

 

適時適切な報道対応や道民広報 

 一部の市町村では、定期的な報道発表はせず、報道機関や住民からの問い合わせに随時、

対応したほか、発災当初や、被害拡大のおそれが高まった際には、報道機関や住民からの

問い合わせが殺到し、長時間、電話に張り付かざるを得ない状況となり、問題が起きなか

ったものの、被災者対応や判断が遅れる可能性があった。また、防災業務に経験のある職

員が、広報窓口業務を自主的に引き受けたことによって、広報対応と情報判断・意思決定

とが分担されて、円滑な情報提供が可能となった例があった。 

道では、災害対策（連絡）本部員会議を会議での報告・協議、決定事項などの情報が迅

速かつ的確に報道されるよう、すべて公開で計９回開催し、災害情報をタイムリーに報道

機関に提供するとともに、台風への警戒に対する注意喚起や被害状況等について、知事の

 

道民に対する広報、報道機関 

〈検証の視点：道民に対する広報（報道機関等）の状況・手法、 

報道機関からの問い合わせ対応・情報提供〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

２ 今回の主な対応 

検証項目８：広報・情報提供 
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定例記者会見を活用するなど、適時適切な広報に心掛けた。 

 また、被害状況等を定期的に道のホームページに掲載するとともに、道災害対策本部指

揮室内に報道機関に効率的な情報提供ができるよう、報道機関用のホワイトボードを設置

し、災害対策本部における救出救助や捜索活動等に関する情報をリアルタイムで報道機関

に提供した。 

 開発局では、被害状況の取りまとめ及び TEC-FORCE の日々の活動状況等をホームページ

に掲載し、広報を実施したほか、防災ヘリによる被害状況の映像を関係機関に提供した。 

 札幌管区気象台では、８月１６日から８月２９日までの期間中に、延べ４回の台風説明

会を開催しており、８月２０日の「台風第１１号に関する説明会」では１３機関１５名の

関係機関が参加した。また、「台風第９号に関する説明会」は、道民に対し強い危機感を

伝えるため道と合同で開催し、２６機関３４名の関係機関が参加した。また、札幌管区気

象台では、特に被害が甚大であった地域の復旧担当者及び被災者向けに市町村ごとに特化

した天気予報や週間天気予報を提供した。 

 


